
第 189回国会 衆議院 経済産業委員会 第 13号 平成 27年 5月 13日 

 

○安藤委員 おはようございます。自民党の安藤裕でございます。 

 本日は、経済産業委員会で初めての質問をさせていただきます。委員長初め理事の皆様方

の御配慮に心から感謝を申し上げたいと思います。 

 それでは、早速質問に入らせていただきたいと思います。 

 まず、今までの電力事業は、総括原価方式、そして地域独占の形で行われてまいりました。

電力事業という特殊な性質を持ち、なおかつインフラ中のインフラと言われる事業を安定

的に発展させていくためには、必要な事業形態だったんだろうと思います。特に、電力事業

はファイナンスであるということも言われるように、巨額の設備投資を伴う電力事業に安

定した資金調達をするためには、投資回収保証と、それから安定配当を約束された総括原価

方式、これは必要な事業形態であると言うことができると思います。 

 もちろん、安易な原価の上乗せや無駄遣いには厳しい監視の目を光らせる必要があると

は思いますけれども、これからも総括原価方式が必要であるということは、経済産業省とし

ても、送配電会社にこれを残すということですから、これが必要な形態であると御判断をな

さっているんだろうというふうに思います。 

 しかし、これからは発電事業者に対しては総括原価方式が適用されないことになります。

特に、大規模な発電所を建設するには、投資金額も、それからまた 10 年単位のある程度の

時間も必要になってくるだろうと思います。これから総括原価方式が適用されない、そうす

ると、せっかく発電所の立地計画があっても、想定以上にコストや時間がかかってしまうリ

スク、途中でプロジェクトが破綻をするリスク、発電所稼働後に競争に敗れて倒産をしてい

くリスクなども考えられるようになります。 

 そうすると、そのようなリスクのあるものに対して資金提供をする金融機関が果たして

あらわれるのか。かなりリスクのある融資という判断になり、金利面でも相当厳しい条件に

なるのではないか。そのコストは消費者にはね返り、電気料金の上昇という形で転嫁をされ

ていくのではないかというふうなことも思います。このような事業環境の中で、適切かつ必

要な発電所の投資が今後行われなくなるのではないかという懸念が私には拭い切れないわ

けです。 

 さらに、発電所の投資が不足する場合には公募により発電事業者を募るということを言

われているわけですけれども、この場合、総括原価方式の中で投資回収保証をしなくてはな

らないのではないかというふうに思いますけれども、こういった懸念について、今、経産省

のお考えをお伺いしたいと思います。 

 

○多田政府参考人 お答え申し上げます。 

 先生御指摘のとおり、私ども、今回の電力システム改革の中では、発電部門、小売の自由

化を図りつつ、送配電部門については総括原価主義を残して安定供給に万全を期す、こうい



った考え方をとらせていただいております。 

 そうした中で、今御指摘の発電所建設が今後大丈夫なのか、こういったことでございます

が、私ども、電力自由化のもとでは、さまざまな事業者が電力需給の状況でございますとか

あるいは価格の見通し、こうしたことを踏まえまして、経営判断として発電所の建設を進め

ていくことが基本になるだろう、このように考えてございます。 

 実際、今、周りを見渡してみますと、私どもが、競争的な市場を目指す、こういった方針

を改革プログラムの中で示したことを受けまして、製鉄会社でございますとかあるいは商

社、こういったところでさまざまな発電所建設が進んでいるというのは御案内のとおりで

ございます。実際、小規模なものと数十万レベルのものだけではなくて、100 万キロワット

を超えるような大規模な発電所といったものの建設計画も進んでいるところでございます。 

 ただ、おっしゃるように、電力というものはインフラ中のインフラということで、財の必

需性あるいは特殊性といったことは大変重要でございまして、全てを市場に任せるわけで

はございませんで、安定供給の観点からもさまざまな方策を講じることにしております。 

 平成 26 年成立していただきました改正電気事業法第 2 弾におきましては、小売電気事業

者に対しまして、空売り規制という形で、供給力の確保をしなさい、こういった義務づけを

課してございまして、これに基づきまして、小売電気事業者は、小売供給をしようとすれば

その必要な電気を確保しなければならないということで、小売電気事業者側の要請に応じ

て発電事業者側が発電所を建設していく、こういった仕組みとなっているわけでございま

す。 

 先生御指摘のとおり、広域的運営推進機関が、将来にわたりまして発電所が不足するとい

ったようなことが見込まれる事態におきましては、あくまでセーフティーネットとしてで

ございますけれども、発電所の建設者の募集を行う、こういったことを仕組みとしてつくっ

ておりまして、最終的には必ず発電所が建設される仕組みとなると考えております。 

 いずれにいたしましても、私どもの電力システム改革の目的の 1 つが安定供給の確保で

ございまして、私どもがこのシステム改革を進める中で、安定供給が損なわれるといったこ

とにならないように万全を期してまいりたいと思っております。 

 

○安藤委員 ありがとうございます。 

 これからも必要な投資が確実に行われるような、そのことは必ず監視をしていっていた

だきたいというふうに思います。 

 次の質問に移ります。 

 現在、原子力発電、それから核燃料サイクルやそのバックエンドについても、今は総括原

価方式の中で資金の調達が保証されているわけですけれども、これからエネルギーミック

スを考えていく中でも、原発はある程度動かすということが今のところ想定をされている

わけですね。それからまた、現在ある核燃料の最終処分を考える上においても、今後も原子

力にかかわるいろいろな面での資金調達は、回収保証をある程度していく必要があるんだ



ろうと思いますけれども、そのことについての今のお考えをお伺いしたいと思います。 

 

○多田政府参考人 お答え申し上げます。 

 御指摘の点でございますが、エネルギー基本計画、平成 26 年 4 月に閣議決定したもので

ございますが、その中でも記載がございまして、電力システム改革によって競争が進展し、

同時に、総括原価方式、先ほどの点でございますが、これが撤廃された環境下におきまして

も、原子力事業者が円滑な廃炉、あるいは安全対策、さらには安定供給などの課題に対応で

きるよう事業環境のあり方について検討する、こういった政府の方針を定めているところ

でございます。 

 これを受けまして、私ども資源エネルギー庁におきましては、審議会を動かしまして、平

成 26 年末、中間的な整理というものを行わせていただきました。その中では、今先生御指

摘のバックエンドの点につきましても指摘がございまして、そこを含めました原子力事業

の予見性を高め、民間事業者がリスクがある中でも主体的に事業を行っていくことができ

るよう、必要な政策措置を講ずることが必要、このようにされているわけでございます。こ

れを受けまして、ことしの 3 月には、事業者が円滑な廃炉判断というものができるように

会計関連制度の整備を行ったところでございます。 

 そのほか、バックエンドのところにつきましても、資金拠出の方法のあり方でありますと

か、中長期的な視点から官民の役割分担のあり方を検討する、こういった課題が指摘されて

いるところでございまして、私ども、必要に応じまして具体的な政策措置について検討を進

めてまいりたいと思っております。 

 

○安藤委員 ありがとうございます。 

 核燃料の最終処分というものは、これはまだどこの国もなし遂げていないわけでござい

ますので、これに対する研究投資というものを確実に行って、そしてこれをリードしていく

というのは、日本が世界に対しても大変に貢献ができる分野だと思いますので、必ずこれに

ついての確実な開発がこれからもできるような、そういった投資環境は整えていただきた

いというふうに思います。 

 次の質問に移ります。次は、非常時の備えについてお伺いをしたいと思います。 

 東日本大震災のときにも、東北電力あるいは東京電力の管内では驚異的なスピードで復

旧が行われました。これは世界でもトップレベルの復旧のスピードであったというふうに

思います。電力会社及び関係会社、協力会社の現場の皆様方の努力には心から敬意を表した

いと思います。 

 あれだけ発電設備及び送電設備に甚大な損傷を受けながら、極めて短期間に復旧をなし

遂げていくためには、災害時に対応ができる十分な余剰設備、これは平常時には遊休資産と

言ってもいいかもしれません。それからまた、人員の配置、そして、極めて緊密な発電事業

者と送電事業者の連携、連絡が必要になってくると思います。 



 今までであれば、1 つの会社で行われていましたから、責任の所在も明確になり、また、

非常時の備えも行いやすく、総括原価方式の中でコストの回収も保証され、そしてまた、発

電と送電間の連携も容易であったと思います。 

 しかし、これを分離すると、これが極めて難しくなるのではないか。これから非常時の復

旧責任はどこが担うことになるのか。そしてまた、非常時に備えるための設備投資、さらに

は人員の配置は誰が責任を持って行うのか、その資金はどのように調達をされるのか。また、

原発が今停止をしている中で、首都圏の発電所は相当程度東京湾に集中をしているわけで

すけれども、もし今、首都直下型地震みたいなことが起きたら、これらの発電設備も大きな

影響を受けるということが予想されます。 

 これから、首都直下型地震や、またあるいは南海トラフ地震などが起きる、そういった大

規模な災害も想定される中で、発電所の立地をある程度分散させていくということも喫緊

の課題であると私は思います。 

 過去の歴史をひもといてみても、大きな規模の地震がある程度連続をして起きるという

ことが指摘もされているわけです。これは決しておろそかにしてはならないですし、目をつ

ぶってはならない事態だと思っております。 

 そして、発電所の立地の分散についても、自由化をすればおのずと分散をされるというも

のでもないですから、誰かが発電所の立地計画をつくって、それが確実に実施をされるよう

に責任を持っていかなくてはいけないと思います。 

 こういったことについての立案や責任の所在はどこにあるのか、お答えをいただきたい

と思います。 

 

○関大臣政務官 安藤委員が今質問いただいた点、非常に大事な点で、4 年前のあの東日本

大震災の経験等も踏まえながら、本当にそういう点についてきちんとした体制をとってお

かないといけないというのは、大事なポイントだと思います。 

 まず、今も委員からありましたように、今回の電気の供給については、スピードが非常に

速く、うまいことできたなというところがあるんですが、送配電のところと発電事業者、今

後、法的分離を行った後におきましても、そういうところの連携は非常に重要だと思います。 

 情報共有も含めて、ことし 4 月に発足をいたしました広域的運営推進機関、そこが事業

者が協力しながら対処していく仕組みを整備していこうということになっております。 

 具体的に申し上げますと、広域的運営推進機関の業務規程におきまして、1 つ目には、会

員であります電気事業者は、維持、運用する電気工作物に加えまして、電源車、携帯用発電

機、それから資機材等の保有状況を同機関に提出していこうということが 1 つ言えます。

また、2 つ目には、同機関は、年 1 回以上、会員及び関係者の協力を得まして訓練をやって

いこうと。この訓練は非常に大事だと思います。そして、3 つ目には、この機関におきまし

て、災害発生時等の緊急時に、その災害規模に応じた非常体制を構築しておこう、こういう

ふうな具体的な案を進めていこうとしております。 



 また、加えまして、今後、法的分離の実施に向けまして、災害時等における一般送配電事

業者と発電、小売事業者との間の協調に関するルールを追加していこうということでござ

います。 

 また、法的分離が行われた後、災害時にコールセンターにおきまして、今でもコールセン

ターにはいろいろかかってくるわけですけれども、小売部門担当者も送配電部門の緊急時

対応を即座に応援できるよう、両部門が一定の連携をしていこうということが今確認され

ているわけでございます。 

 そして、今委員御指摘の、安定供給を確保するための予備力、調整力等もやはり準備が必

要だ、そのとおりでございます。これは、送配電部門であります一般送配電事業者に対しま

して、これらの確保を含めました安定供給義務、その点を含めて規制料金というのが考えら

れるわけなんですが、それを課していこうということがございます。また、発電事業所が分

散しておること、いわゆるリスクが集中していてはいけないというリスク分散の観点を、こ

れからの重要な項目として我々は取り組んでまいりたいと思います。 

 

○安藤委員 ありがとうございます。 

 ぜひとも、非常時の備えというものは万全の体制を期していただきたいというふうに思

います。 

 次の質問です。 

 エネルギーミックスが今策定をされているわけですけれども、これも自由化の中では自

然に達成されるものではありません。エネルギーミックスを達成させていくためにどのよ

うな方策をお考えか。そして、あわせて、エネルギーミックスの中にも原子力発電が一定割

合入っているわけですが、原子力の賠償責任法の無過失無限責任について見直しが必要だ

というふうに思いますが、その二点についてお答えをお願いしたいと思います。 

 

○上田政府参考人 お答え申し上げます。 

 委員御指摘のとおり、現在、私ども、エネルギーミックスというものを総合資源エネルギ

ー調査会の場を中心に検討しております。つい先般、エネルギーミックスに関します骨子と

いうものを審議会の方にお出しさせていただきまして、御一任、御了承をいただいたところ

でございまして、今後、その骨子に基づいてさらに詳細を詰めていく、こういう段階である

わけでございます。 

 このエネルギーミックスを取りまとめた後でございますけれども、委員御指摘のとおり、

私ども、エネルギーミックスの実現ということが非常に重要な課題であると考えておりま

して、単に市場に任せるということだけではなくて、省エネ、再エネ、原子力、それぞれの

政策分野に応じまして、制度の必要な見直し、あるいは予算、税、いろいろ幅広い政策手段

を活用しながら、その実現に向けて最大限努力をしていく必要があると考えているわけで

ございます。 



 技術開発もあれば、あるいは固定価格買い取り制度といった制度の運用もあります。ある

いは省エネ法を初めとするさまざまな制度の活用等々もございますので、こういった政策

手段を総動員しながら、エネルギーミックスの実現に向けて努力をしていく必要があると

考えております。 

 それから、原子力損害賠償制度につきましてもお尋ねがございましたけれども、原子力発

電の事業者の事業予見可能性ということが非常に重要でございまして、国の責任のあり方

につきましては、原子力損害賠償支援機構法の附則におきましても、検討する必要があると

うたわれているところでございます。 

 今後、原子力損害賠償制度の見直しといったことにつきましては、事業者と国の責任分担

のあり方を含めまして、原子力委員会のもとに有識者から成る専門部会を設置するという

ことにしておりまして、今月からその専門部会におきまして検討が進められる方向である

と承知をしておるところでございます。 

 

○安藤委員 ありがとうございます。よろしくお願いをしたいと思います。 

 次の質問に移ります。次は、外資参入規制についてお伺いをしたいと思います。 

 電気はインフラ中のインフラと言われております。もはや電気のない生活というのは日

本人には考えられませんし、電気がとまってしまうと、経済活動はもとより、日常生活や病

院などの福祉施設にも多大な影響を与えることになります。絶対に買わなくてはならない、

そしてとめてはならないのが電気です。この電気を供給するための膨大なインフラが送配

電設備であり、発電設備であるわけです。 

 そして、これら国民生活に直結をする資産について、ある程度外資参入規制をあらかじめ

しておくということは、国民生活を守る安全保障の観点からもとても重要なことだと思い

ます。送配電設備とそれから原子力発電についてはある程度外資参入規制をすべきという

視点もあるようですけれども、私は、送配電設備とあわせて、原発に限らず主要な発電所に

ついては、あらかじめ外資参入規制をしておくべきではないかということを考えておりま

す。 

 送配電設備や原子力発電所を外資から守っていても、今原発が稼働していない中で、それ

以外の発電所を外資が持っているということは、日本の富が海外に流出をするとともに、日

本の電力事情が外国人の手でコントロールされるということになってまいります。そのこ

とについての今の経産省のお考えをお伺いしたいと思います。 

 

○宮沢国務大臣 委員御承知のとおり、電気事業法においては外資規制は行っておりませ

ん。ただ一方で、従来から外為法の規制がございまして、上場企業の株式、上場企業の場合

は 10％以上を取得する場合、また非上場の場合は全てでありますけれども、その場合には

国が個別に審査するということになっております。 

 個別に審査する、今後起こった場合でありますけれども、一般論で申し上げて、今おっし



ゃったような原子力事業者とか送配電事業者については、相当慎重に対応する必要があろ

うかと思います。ただ、それ以外の主要な事業者ということになりますと、それは個別に判

断をしていかなければいけないと思っております。 

 現実にも、平成 20 年でありますけれども、電源開発株式会社、これは西と東を結ぶ重要

な送電網を持ち、また北海道と本州を結ぶ送電網を持つというような重要な会社でありま

して、これに対して、海外の投資ファンドから 20％の株式を取得したい、こういう届け出

がございまして、これにつきましては中止命令を出したところでございます。 

 

○安藤委員 ありがとうございます。 

 時間が来ましたので質疑を終了したいと思いますけれども、いずれにいたしましても、電

力というものは、先人たちが不断の努力で今の日本の安定した電力システムをつくってく

れていると思います。 

 これから本当に大規模な改革に入っていくわけですけれども、検証期間の中で、これから

も日本の電力が安定供給できるような、先人たちに恥じないようなシステム開発をしてい

ただきますように心からお願いを申し上げまして、私の質問を終わります。 

 ありがとうございました。 

 


